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〈論 説〉
公共財の配分メカニズム と私的インセンティヴ
吉 岡 忠 昭
1序
理論経済学で は,す べての経済主体の間で同 じ
量 だけ消費 され る(等量消費 とよばれる)性質 を持
つ財を公共財 と定義す る。つ まり,ひ とりの経済
主体が この公共財 をあ る数量 だけ消費す ると,他
のすべての経済主体 もその数量だ け消費す ること
にな る。 このよ うに,あ る主 体 が 公共 財 を消費
すれば,他 の主 体 を そ の消 費 か ら排除す ること
がで きない。 この性 質 を 公共 財 の非排除性 とよ
ぶ。
等量 消費 とい う性質 を持っ公共 財 の例 と して
は,国 防,警 察,消 防,放 送,公 園,灯 台な どが
あげ られ ることが多 い。 これ らの公共財 の持 つ等
量消費 の性質には程度 の差が存在 していることに
気付かれるだろ う。例 えば,警 察や消防のサー ビ
スは一時 に利用が集中 して しま うと等量消費 は実
現 しそ うにもない。 また,放 送や公園な どについ
て は,料 金 を払 う人 だけに消費を限定す るよ うな
しくみをっ くることもで きる。 しか しなが ら,警
察 のよ うにその存在 自体 がサービスとな りうるの
で等量消費 の性質 は保持 されていると考 えること
もで きる。 また,放 送 のよ うに通信衛星 による受
信者管理 といった料金徴収の しくみが コス トを理
由に実現 しなけれ ばやは り等量消費の性質が保持
され るといえよ う。 このように程度 の差 はあ って
もあ る種の財 は等量消費の性質を持っ。理論経済
学では,こ の性質 を公共財 として純粋化 して理論
モデルの中で取 り扱 う。
完全競争 の条件 がすべて満た されて いるとして
も,公 共財が存在す ると厚生経済学 の第一基 本定
理が成立 しない ということはすでに広 く知 られて
いる。公共財 の もつ等量消費 という性質か ら,ひ
とたび誰かが公共財 を消費 すると,そ の他 のすべ
ての個人 は対価を払 うことな くその公共財 を同 じ
量だけ消費 できる。 そこで,他 人 の公共財消費 を
あてに して自分で は公共財 を購入 しようとしない
個人があ らわれ る。 この個人を フ リー ・ライダー
と呼ぶ。完全競争 の条件が成立 して いて個人 が財
の価格 を所与 として行動す る場合 にも,公 共財が
存在す るとフ リー ・ライダーの出現 によって,社
会的に望 ま しい水準 よ りも公共財 の供給量 は少 な
くな って しま う。
この公共財 の過少供給 の問題に対 して さまざま
な解が提案 され て き た。最 も代 表 的 な も の に
Lindahl(1919)による公共財の個人別市場 とい う
方法があ る。私的財 について は価格がすべての個
人 で共通 であり消費量 を個人別 に決定 するとい う
完全競争市場の方法でその最適供給 を達成で きる
ことか ら,公共財の場合 には,す べての個人 で共
通であ るのは公共財 の消費量であ るので公共財 の
価格 を個人別 に設定すればその最適供給が達成 さ
れ るとい う発想である。彼 の方法 で均衡配分 を計
算すれば確 かにパ レー トの意味で最適でかっ個人
合理 的 な配分 が得 られ る。 しか しなが ら,こ の
Lindah1による方法 は,Samuelson(1954)がっ
ぎのように指摘 す るように,問 題点がある。
Howevernodecentralizedpricing
systemcanservetodetermineoptim-
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thanhereallyhas......
-Samuelson(1954)よ り 引 用 。
個人 別市場 においては消 費 者 が ひ と り しか 参
加 しないので,各 消費者 は個 人 別 価 格 を所 与 と
みなす とは考 えにくくyLindahlの個人 別 市 場
は うま く機能 しない といえ る。そ こで は各個人 に
は フ リー ・ライダー とな る べ く戦 略 的 な行動
を とる イ ンセ ンテ ィヴが 働 く こ とに な るだ ろ
う。
このSamuelsonの問 いかけには久 しく解答 が
寄せ られなか ったが,1970年代 にな って一 っの解
決 の 方 向 が 示 さ れ た。そ れ はGrovesand
Ledyard(1977)とな って報告 された ものであ る。
彼 らは,各 消費者 が公共財 の個別価格 と数量に関
す る数値情報を メ ッセージと して表明 し,そ れ ら
を集 あて公共財の供給量 と個別 の費用負担額をあ
らか じめ定め られたルールによって決定 しよ うと
す る ものであ る。彼 らの提案 したル ールの もと
で,各 消費者 が ある種 の非協力 的な行動 を とる
(すなわち私的なインセンティヴが働 く)と き,結 果
として得 られ る配分 はパ レー ト最適 であることが
示 された。
ルールをさ らに改善す ることによって,パ レー
ト最適だ けでな く,ど の個人 も初期状態 より効用
水準 が下が ることがないとい う個人合理性を も満
たす配分(例 えば先述のLindahl配分)が 得 られな
い だ ろ うか。 この 問 題 に最 初 に答 え た の が
Walker(1981)である。そこでは,3人以上 の経済
主体が存在す るときにLindahl配分 が遂行(イ ン
プ リメント)さ れ るよ うなル 一ール,す なわち資源
配分 メカニズムが示 されて いる。
本稿 で は,フ リー ・ライ ダー の存在 を考慮 し
て,Walkerが扱わなか った2人 の場合につ いて,
Lindahl配分 をイ ンプ リメ ントす るための資源配
分 メカニズムを考案す る。 まず,完 全競争下で厚
生経済学の基本定理が成立 しないことを簡単なモ
デルを作 って説明 し,次にLindah1による方法 と
その問題点 についてのべ,最 後 に筆者 による方法
についてで きるだけ平易に解説す る。
2モ デ ル
問題 の本 質 を そ こな わず に最 も簡 単 な モ デル で
議 論 す るた め,以 下 に述 べ るよ うな2人 経 済 を考
え よ う。
経済 に存 在 す る2人 の消 費 者 を1,2と い う番
号 で 呼 び,こ の番 号 を代 表 す る記号 と して2を 用
い る。 以 下 でi=1,2の よ うな記 号 を用 い るが,
これ は消 費者iが1,2そ れ ぞ れ に つ いて と い う
意 味 で あ る。 私 的財 は1種 類 と し,消 費 者2の 消
費 量 をxi∈R+で しめ す(21,2)。 公 共 財 も1
種 類 と し,等 量 消 費 で あ るか らそ の量 をz∈R+
で示 す。 こ こ で,消 費 者Z=1,2の 効 用 関 数ui
(銑,z)は,
ui:R+×R+→R+;(xi,z)トui(xi,Z)(1)
の よ うに定 義 され る。 この効用 関数 につ いて 次 の
よ うな標準 的 な仮定1を置 く。
仮 定1各 消 費 者i=1,2に つ い て,効 用 関 数ut
(κ,,z)は連 続 関数 で あ る。
仮 定2各 消 費 者Z-1,2に つ いて,効 用 関数ui
(xti,z)は2回連 続微 分 可能 で あ る。
仮 定3各 消 費 者i=1,2に つ い て,効 用 関 数ui
(xi,z)は狭 義 の 準 凹 関 数 で あ る 。 す な わ ち,実 数
t∈(0,1)と 相 異 な る(x1,z),(xti,z')E鵡に対
して
ut(xy,z)≧πゴ(xi,z')=⇒
ui(t(■f,Z)+(1一の(xyz'))〉 πf(κlz')
で あ る。
仮 定4各 消 費 者i=1,2に つ い て,効 用 関 数u2
(x1,z)はκ歪,zのそ れ ぞれ につ いて強 い単 調増 加
関 数 で あ る。す な わ ち,(κ、,Z)≧(xE,z')と軌,g)
1こ れらの仮定に関する議論 は標準的な ミクロ経済学のテキス トに譲る。
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≠(xliz')を満 た す よ うな(κ 、,z),(x=z`)∈R2
に 対 して
π`(xi,z)〉%(xi,z')
で あ る 。
仮 定5各 消 費 者i=1,2に つ い て,効 用 関 数 殆
(xiz)は(xi,z).平面上 の無 差別 曲線 は κト軸 と
g.軸の ど ち ら と も交 わ らな い。す な わ ち,2=1,2
につ いて,(xi,z)∈R2+と少 な くと も一 つ の要
素 が ゼ ロで あ るよ うな(rxt,g')∈1苔に対 して
笏(xi,z)>u1(xt,z')
であ る。
さ らに,消 費者i=1,2は私的財 に限 って初期保
有 を ωfだけ持 ってい るもの とす る。議論 の単純
化 のために,公 共財 について は初期保有量がゼ ロ
であるとす る。これは,Xiが消費者i=1,2の最終
的 な消費量 を示 して いるのに対 して,zは 公共財
の最終的な消費量か ら初期保有量 をのぞいた純取
引量 を示 していると考えればよい。
っ ぎに,公 共財 の生産技術につ いて
仮定6
x+α9=0,α>0(2)
とい う線形 の生産関数を仮定す る。 ただ し,xは
負 の値 をとるとき私的財 の投入量 を示 し,zは正
の値を とるとき公共財 の生産量 を示す。 この生産
技術 に
F(x,z)=x十α言=0
のよ うなFと いう記号を与えれば,この生産技術
に関す る限界転形率 は,
aF
eαaF
ax
と計 算 され る。 また,こ の式 ② を変 形 す れ ば,
z=⊥(-x)
a
(3)
(4)
なので,投 入物 と しての私 的財 の限 界 生 産 力 は
1/αである。 変形後の(4}式より,1単 位の私的財
か ら1/α単位 の公共 財 が生産 され ることが わか
る。つま り,私 的財1単 位 は常に公共財1/α単位
と交換 され,私 的財の価格 を1と す るときの公共
財 の相対価格 はαであ る2。
3公 共財の存在による市場の失敗
3.1パ レー ト最適条件
以下 の分析で重要 となる公共財が存在す る場合
のパ レー ト最適条件 を求めてお く。本稿のモデル
で は,各 種最大化 問題 の解 はすべ て内点解 であ
り,最適 のための一階条件 や消費者の効用最大化
のための一階条件 は,効 用関数 と生産技術に関す
る仮定 によって,い ずれ も必要十分条件であ る。
したが って,一 階条件 だけに集中 して検討すれば
よいことになる。
ここで もとめるパ レー ト最適条件 と完全競争市
場 での条件,Lindahlの方法による均衡 にお ける
条件,本 稿で提案す る私的 イ ンセ ンティヴを考慮
にいれた資源配分 メカニズムでの均衡 における条
件 をそれぞれ比較 す る とい う方法 で検 討 して い
く。
パ レー ト最適 な資源配分の定義 はあ る一人の効
用水準 を上 げるためには他の個人の効用水準 を下
げなけれ ばな らないよ うな資源配分 とい うもので
ある。 この定義 によれば,一 方の個人の効用水準
を一定水準 にとめて資源の制約 の もとで他方の効
用水準を最大にするように資源配分を決 めればよ
い ことになる。消費者2の 効用水準 をu2に固定
す るとい うのは,
u2(xz,z)=u2(5)
と表現で きる。 この経済 には私的財がその初期保
有量 の合計であ るω1+ω2だけ存在 し,そ れ は消
費者1の 消費にx,,消費者2の 消費にx2,公共財
をzだ けつ くるための投入 に使用 され る。生産技
術 の仮定か ら公共財zを つ くるには 儂 だ けの私
的財が必要 なので資源の制約 は,
x1十x2十az=wi+w2(6)
と書 ける。 これ ら⑤,(6)の制約 の下に,消 費者1
の効用関数ul(x,,の 値 を最大 にす るよ うに資
2こ のような線形の生産関数をもっ生産者の利潤は常にゼロであるが,こ れを言い換えれば,
すことも絶対にないということなので,こ の生産者は常に操業可能である。
この生産者は黒字を出すことも赤字を出
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源配分(x,,x2,z)を決 めればパ レー ト最適 な資源
配分が求 め られ る。すなわち,つ ぎの最大化 問題
か ら得 られ る条件が公共財 の存在す る経済でのパ
レー ト最適条件であ る。
maxui(x,,z)
x,,x2,z
subjecttou2(x2,z)=u2
x,+x2+az=W,+ω2
この 問 題 を 解 く た め に ラ グ ラ ン ジ ュ関 数L° を
L°=u(κ1,z)
+λ0(u2(x2,z)-u2)
十 μ0(x,十κ2十α9一 ω1一 ω2)
の よ う に定 義 す る。 た だ し,λo,μoは ラ グ ラ ン
ジ ュ 乗 数 で あ る 。 こ の ラ グ ラ ン ジ ュ関 数L° を 変
数xl,xz,Zを 動 か す こ と で 最 大 化 す れ ば よ い。
そ の た め の 条 件 は,
aL°=aul+u°=o
∂冤1∂冤1
aL°一 λ・au2+u・ 一 。
axeaxe
aL°_aul
az_az+λ ・讐+μ ・α 一 ・
とい うことにな る。 これ らの3条 件か らラグラン
ジュ乗数 λo,μoを消去す ると,っぎのひとっの条
件 にま とめ ることができる。
8ulau2
8u+auZ‐a(7)
∂'x,∂ 冤2
資源 の制約式(6)とこの条件式(7)を満たす配分(ax,,
x°,z°)がパ レー ト最適配分である。 この式(7)が意
味す るのは,各 消費者 の限界代替率 の合計が限界
転形率 に等 しい ということである。 このパ レー ト
最適 条件 は,有 名 な公共財 の最適供給 のための
Samuelson条件 と呼ばれているものであ る。
公共財が存在す るときのパ レー ト最適条件 はパ
レー ト最適 な資源配分の定義か ら求 め られたが,
その過程での最大化問題を解 く経済主体 は存在 し
ない。最大化 問題の定式化か らもわかるよ うに,
この問題 を解け る経済主体 は他人の効用関数 とい
う情報を知 っていなければな らない。 しか しなが
ら,個 人 の嗜好 とい う情報 をあ らわす効用関数 を
知 ってい る他人が存在す ることを仮定す るのは納
得 的でない。 さらに,他 人の効用水準を気使いな
が ら自分の効用を最大化す る個人 とい うのがいつ
で も存在す るというの も考え られない。 したが っ
て,こ のパ レー ト最適な資源配分 というのはなん
らかの メカニズムによ らな くて は達成 されないの
である。 そ こで以下では特定 の資源配分メカニズ
ムにつ いて検討する。
3.2完全競争市場 による資源配分
完全競争市場が機能 しているとして も,公 共財
が存 在す ると資源配分 がパ レー ト最適 とな らな
い,つ まり市場 の失敗が起 こることを示 す。完全
競争市場 においてはすべての消費者 は同一 の価格
に直面す るので,私 的財 の価格 を1と す るとき公
共財 の価格 が αとい う価格比 は消費者間 で共通
になる。 したが って,消 費者1の 予算制約式 は
xl十az,=wl
で あ り,消 費 者2の 予算 制約 式 は
x2十az2=cv2
で あ る。
(S)
(9)
消費者1の 公共財購入量 をZ1,消費者2の 公共
財購入量 をz2と書 くと,公共財の等量消費の性質
か ら公共財 の消費量 はどち らの消費者 も
z=z,十z2
とな る。
以上 の ことか ら,消 費者 の効用 最大 化 問題 は,
消 費 者1に つ いて は
maxu,(x,,zl+z2)
x,,z,
subjecttox,+az1=w,
の よ う に表 現 さ れ,消 費 者2に つ い て は
maxuZ(x2,z2+z2}
xZ,z2
subjecttox2十α92=ω2
の よ うに表 現 され る こと にな る。
消 費者1の 効 用 最大 化 問題 を解 くため に・ ラ グ
ラ ンジュ関 数L,を
A
+λ1(xl+az一ω1)
の よ うに定義 す る。 消 費者1は この関数 を最 大 に
す るよ うに変数xl,ziを決 め れ ば よい。その条 件
公共財の配分メカニズムと私的インセンティヴ
を求 めると,
筈 一激+え1-・
∂L1∂u,.
azlaz+λ1α;o
の よ う に な る。 この2っ の条 件 式 か ら ラ グ ラ ン
ジ ュ乗 数 え1を消 去 して ま とめ る と,っ ぎの よ うな
効 用 最 大化 の条 件 が導 か れ る。
血
az =a(10)
aul
axl
他 方,消 費 者2に つ いて も効用 最 大化 の条件 を
求 め る。 ラ グ ラ ンジュ関数LZを
L2-u2Cx2,zi+z2)
+2(x2+azZ‐Wa)
の よ うに定 義 す る。 消 費 者1の と き と同 様 に し
て,
か ら
震 蕩+毎 一・
∂L2∂u2^
az2az+λ ・α=o
∂π2
az
とい う条件が導かれる。
=α
au2
∂冤2
f11}
完全競争市場が機能 してい る場 合 の配分(名,
x2,z)は,予算制約式⑧,⑨ と各消費者 の効用最
大化条件(10),f11)を満たす ものである。 これ らの最
大化条件 よ り,各 消費者 は自らの限界代替率が限
界転形率 に等 しくなるように行動 す ることがわか
る。
ところで,こ れ らの効用最大化条件(10),(11)をパ
レー ト最適条件 である(7)式
aulout
azaz
∂ul+伽 、;α
axlaxe
と比較 してみ る。明 らかに,完 全競争市場が機能
している場合 の効用最大化 の条件式(1①と(11)が成立
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していれば,パ レー ト最適 の条件式(7)は一般 には
成 り立 たない。前者が各消費者 の限界代替率が限
界転形率に等 しい ことを要求 しているのに対 し,
後者 は各消費者 の限界代替率の合計が限界転形率
に等 しい ことを要求 しているとい う違 いがあ る。
っ まり,完 全競争市場が機能 してい る場合 の資源
配分(AxlAx2,z)は,パレー ト最適で はない,と い
うことが明 らか にな った。 これが公共財 が存在 す
る場合の市場の失敗であ る。
4Lindahlによる方 法
4.1Lindahl均衡の条件
完全競争市場 とい う資源配分 メカニズムが うま
く機能 していて も公共財 が存在す るとパ レー ト最
適 な資源配分が達成 されないことがわかれば,そ
れを達成 できる別 の資源配分 メカニズムを探 さな
くて はな らない。私的財 のみの経済 では各個人 に
共通 なのは財 の価格 であって,そ の消費量が個人
別 に異 なっていた。 その場合 は,周 知 のよ うに,
アダム ・ス ミスの"見 えざる手"が 働 いて各個人
が 自らの効用を最大 にす るよ うに行動すると結果
と してパ レー ト最適な状態 に落 ち着 く。公共財 に
は消費量が個人間で共通であ るという性質がある
ので,そ の価格 を個人別 に設定 し私 的財 とは逆の
関係になるような資源配分 メカニ ズムを採用すれ
ばパ レー ト最適 な状態が達成で きることが予想 さ
れよ う。この方法 を提案 したのがLindah1(1919)
である。
各個人 にっ いてそれぞれ公共財の価格が異なる
もの と し,消 費者Ze1,2の 公共財価格 をri∈
Rと か く。消費者2=1,2は1単 位 の公共財 を価
格 れで手 に入れ ることがで きるので,そ の予算制
約式 はそれぞれ
x,+riz=w,{121
x2+解薫ω2㈱
となる。 したが って,各 消費者の効用最大化問題
は
maxu,(x,,z)
xエ,x
subjecttoxl十r,z=ω1
maxu2(x2,z)
z2,z
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subjecttoxz十7多==ω2
の よ うに表現 され る。 パ レー ト最 適 の条件 を求 め
た とき と同 様 に して ラ グ ラ ンジ ュ関数 を
L1=u,{x,,z)
+気1(xl+71㍗ω1)
LZ=uzCx2,z)
+気2(x2+解一ω,)
と定 義 し,効 用 最 大化 の条 件 を もとめ る。 こ こで
消 費 者i=1,2は 公 共 財 の価 格 ηを 所 与 に して
私 的 財 の 量 κfと公共 財 の量zを 変 化 させ る こと
で 自 らの効 用 を最 大 にす るよ うに行 動 す るので,
以 下 の条 件
垂 一aul+え 、_0
8x,8x1
唆一 筈+え1ハ ー・
と
∂L・一 ∂u・+え,一 。
axeaxe
箸 一 覆 ・+λ・r・e・
が導 か れ る。そ れ ぞれ ラ グ ラ ンジュ乗 数λDλ2を
消 去 して整理 す る と,
aul
az ;rl(1の
au,
axl
亜
az =r2(15)
au2
axe
の よ うにな る。
私 的 財 だ け の経 済 で は均 衡 にお いて は財 の需 要
と供給 が等 しい と された。 公 共財 の場合 は,と く
にLindahlの方 法 で は価 格 と量 の役 割 を 交 換 し
て い るので,そ の均衡 条 件 も,個 人 別 の 公共 財価
格r,,rZの合計 が生 産 者 に と って の公 共財 価格 α
に等 しい とい うもの にな る。 す なわ ち,
rk+r2=a(161
で あ る。 この均 衡条 件(16)を使 って,Lindah1配分
(x、,x、,z)は,予算制 約 式⑬,㈱ と効 用 最大 化 条件
(1の,⑮さ らに均衡 条 件(16)を満 たす もの と定 義 され
る。 このLindahl配分 で は,効 用 最 大化 条件(10,
(151と均衡 条 件(16)より,
∂ul∂u2
∂2∂z
∂ul+∂ πrα
ax,axe
で あ る こ とが わか る。 これ はパ レー ト最 適条 件(7)
と同 じ条 件 で あ る。 した が って,Lindah1配分
(xl,x2,z)はパ レー ト最 適 で あ る ことがわ か る。
4.2Lindahlのメカニズムの問題点
このよ うに,Lindahlの方法によればパ レー ト
最適な資源配分が達成 され るが,1序 で も述べた
ように問題点がある。
ここでの消費者 の効用最大化問題 に注 目してみ
よう。各消費者i=1,2は個人別の価格rを 所与
に していた。個人別 に価格 を設定す るということ
は,個 人 ひとりひとりに公共財の市場 をっ くらな
ければな らない。 この個人別の市場 にはもちろん
一人 しか買 い手がいない。す ると,こ の買 い手 は
買手独 占とい う現象を引き起 こすだろ うとみるの
は自然であ る。 この独 占者 は価格支配力を行使す
るので,各 消費者が個人別価格 を所与 に して行動
す る3とい うLindah1のシナ リオは崩れ るので あ
る。
私的財の完全競争市場で は,各 個人が所与 とす
る私 的財価格 はすべての個人につ いて共通で あっ
た。 したが って,私 的財 の場合 は公共財の個人別
市場 よりも価格支配力を行使で きる個人が存在す
るとは考 えに くい。 しか しなが ら,こ れ も程度問
題 で あ って,そ の可能 性 が全 くないわ けで はな
い。これ はHurwicz(1979a,b)が指摘 しているが
本稿 ではもっぱ ら公共財 に注意を集中 しよ う。
5Lindahl配 分 の ナ ッ シ ュ ・イ ン プ リメ
ン テ イ シ ョン
こ うしてLindahlの提案 した個別市場 によ る
3こ の点の他に㈹のような均衡条件式を誰が成り立たせるのかという問題 もあるが,こ こではこれ以上言及 しない。
公共財の配分 メカニズムと私的インセンティヴ
公共財の最適供給 はうま く機能 しない可能性があ
ることがわか った。 そこで,ま た別の資源配分 メ
カニスムを探す ことにな る。
筆者が提案す る公共財 の最適供給のための資源
配分 メカニズムを定義す る。 各消費者2=1,2に
対 して次のよ うな集合!風を割 り当て る。
Z
Mi:eR(m
消 費 者Zは この集 合 の中 か らひ とっ の要 素mt=
(Tm;,循)∈Mtを表 明 す る ことがで き る。 この集
合M,を 消 費 者2の メ ッセ ー ジ集 合,表 明 され た
そ の要 素mti-(循,zm=)を消 費者iの メ ッセ ー ジ
と呼ぶ 。各 消費 者 の メ ッセ ー ジ集 合 を ま とめて,
11/1:=ルf1×ルf2
の よ うな記 号 を用 い る こ と もあ る。 また,消 費 者
の メ ッセ ー ジを ま とめ てmと か くと きは,
m-(ml,rrt2)一(噺,"z萱,m',rlZz2)
と い う ことで あ る。 この メ ッセ ー ジが あ る規 則 の
も とに公 共 財 の供 給 量 を きめ る た あ に使 用 され
る。 そ の規 則g(m)=(舛(m),9z(m),ゲ(m))
は,
鋼:一 ω1《 号+m2}(m;+m2)
2-(m'十m')z(18)
鋼:一 ω・一(号+m')(m;+mZ)
2
(mi-1-mz)y(197
ゲ(m):=z耀十 η循 ⑳
のよ うに定義 される。消費者のメ ッセー ジはこの
規則 によ って計算 され,嫉(m)は 消費者1の 私
的財 の 量xl,φ(m)は 消費 者2の 私 的財 の量
x2,ゲ(m)は公共財 の量gに 指定 される。このよ
うな規則を結果関数 と呼ぶ こともある。 メッセー
ジ集合 と結果関数のペア 〈M,S(m)〉が ここで
の資源配分 メカニズムである。 これは法律 の条文
のよ うなものでだれ もが受 け入れて いるとしてお
こう。
この資源配分 メカニズムの もとで各消費者 は相
手 の表 明す るメッセー ジを所与 と して 自らの効用
を最大 にす るよ うに行動す るという,ナ ッシュ均
衡の考 え方で表現 されるような行動仮説を導入す
る。各消費者が所与 とす るのは相手 のメ ッセージ
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であるので,こ れに対 する支配力 はこのメ ッセー
ジを表 明す る消費者にのみあ ると考 えるのは自然
であ る。ここがLindahlのメカニズムの個人別価
格 との違いである。 また,ナ ッシュ均衡 で想定 す
る行動仮説 にはあ る種の非協力的な行動 が表現 さ
れて いて,そ れ を公共財 が存在 す る経済 で の ブ
リー ・ライダーの非協力的な行動 と解釈すれば,
ナ ッシュ均衡 を ここで採用することは適切 である
と思 われ る。一般に,こ のナ ッシュ均衡の行動仮
説 の もとに,資 源配分 メカニズム 〈M,g(m)〉が
あ る特定 の資源配分を もた らす とき,こ の資源配
分 メ カニ ズム は その資 源 配分 を ナ ッシa遂 行
(ナッシュ ・インプリメント)するという。
さて,Lindahlの方法 によ って得 られた配分で
あるLindahl配分 はパ レー ト最適 であ り,パ レー
トの意味での"望 ま しい"資 源配分である。 この
パ レー ト最適性 には,そ の定義か らもわかるよう
に,最 も弱 い価値判断 しか含まれてお らず,厚 生
経済学 では しば しば採用 されてきた基準であ る。
本稿では,そ の基準 を満たす配分 の中で もとくに
Lindahl配分をえ らぶ ことに して,(m,⑱,(19)と
⑳ で定 義 され た資 源 配 分 メ カ ニ ズ ム 〈、M,S
(m)〉がパ レー トの意味で望 ま しいLindahl配分
をナ ッシュ ・イ ンプ リメ ン トすることを示そ う。
資源配分 メカニズム 〈M,9伽)〉の もとで,各
消費者 の効用最大化問題 は次 のように定式化 され
る。
maxu,(㎡(m),ゲ(m))m,
subjecttoml∈M,
maxu2(蜷(解),ゲ 伽))m2
subjecttom2∈M2
ここでは ラグランジュ関数を使用す ることな く,
メカニズムの定義⑰,⑱,㈲ と⑳に十分注意 して
効用最大化の条件を もとめ ることがで きる。消費
者 ぢ=1,2は他人のメ ッセージを所与 に して自 ら
の効用 を最大 にす るよ うに 自 らの メ ッセー ジm1
を決定す るので,以 下の条件
轟1-{致{-2(m'a+mr2)}e・
・i 公共財の配分メカニズムと私的インセンティヴ
農 ≒-8u,axl{一(2+m2)1+aul_8z・
∂u・auZ{ -2(m'+y12r2)}-O
axe伽 至
銑 一8u2axe{一(2+m')}+8u2_az・
が 導 か れ る。限 界 効 用 ∂ul/∂'xl,∂u,/∂z,∂π2/ 'xz,
∂u2/8zはす べ て ゼ ロ で な い こ と に 注 意 して 整 理
す る と,
mr+m'2=0⑳
8ul
az __a+m2×22)
au,2
axl
au2
蔑,a2+mrt㈱
axe
の3式 に な る。 ナ ッ シ ュ均 衡 で の メ ッセ ー ジ7ガ
は これ ら⑳,⑳,(23)を満 たす もので あ る。 これ ら
よ りmr*,%㌔ 麟*+n'lz2の値 が確 定 す るが,結
果 関数 の公共 財 の供 給 量 を きめ る式 ⑳ に注 意 す れ
ば,ナ ッシ ュ均 衡 メ ッセ ー ジm*に お け る資 源配
分(x*,x*,zつ=S(m*)=(疏(m*),詫Qが),
Z(m*))は確定 す る こ とが わ か る。
こ こで メ ッセ ー ジの 各要 素 が この資源 配 分 メ カ
ニ ズ ム 〈M,g(m)〉で どの よ うな働 きを持 って い
るのか を検討 して み る。結 果 関数 の定 義 よ り,あ
き らか に,mZとmzzは公 共財 の供給 量 を各 消費 者
が増 減 させ るた め の メ ッセ ー ジで あ る。 つ ぎに,
mrとnZr2は公 共 財 の1単 位 の生 産 費 用 αの負 担,
っ ま りLindahlの場 合 の 公 共 財 の 個 人 価 格 を 決
め るの に使 わ れて い る とみ なせ る。 式⑱ と(19)での
2乗 の項 は,式 ⑳ が満 た され ない な らば その まま
2人 の消 費者 に と って 私 的財 の消 費量 の減 少 につ
なが る。 この項 は式⑳ を満 た さな い行 動 を とる消
費 者 が現 れ た場 合 の罰 則(パ ニ ッシュメン ト)と解
釈 で きる。 ナ ッシ ュ均衡 で は式 ⑳ が満 た され罰 金
はゼ ロで あ るが,消 費 者1,2の 個 人価 格 と解 釈 さ
れ る(α/2)+n2'2*,(α/2)+m;*はLindahl均衡
の と き と同様 に各消 費 者 の限 界代 替 率 に等 し く,
それ らの値 を公 共財 の供 給量 に掛 け合 わ せ た量 を
消 費 者1,2の私 的財 の初期 保 有 か ら支払 って い る
とみ る こ とが で きよ う◎
こ う して考 え てみ る と,こ の資源 配 分 メカ ニズ
ム によ る資源 配分(㎡(m*),勇Qが),ゲ(mつ)は
Lindah1配分 に等 しい こ と に気 が 付 く。 す な わ
ち,(α/2)+mTz*=rl,(α/2)+n2r1*=・r2とみ な
せ ば,条 件式(22)と(23)はそれ ぞれLindahl均衡 の条
件式 のω と㈲ に同 じで あ り,
(a2+栃 ・)+(a2+n2r1*)一α
はLindahl均衡 の均衡条件式 の㈹ に同 じで ある。
さらに,結 果関数の私的財に関す る規則 よ り,
Cm*)+(a2+m'*)2(nZz1*+mzz*)一ω・
鋼+(号+fir*1)(mz*+mzz*)一 ω・
で あ り,こ れ らはそれ ぞ れLindah1均衡 の と きの
予 算 制約 式(12)と(13)に等 しい。 この よ うに,か な り
大 ま か で は あ る が,本 稿 の資 源 配 分 メカ ニ ズ ム
〈M,g{m)〉が ナ ッシ ュ均衡 にお いてLindahl配
分 を も た らす こ と,っ ま りLindahl配分 を ナ ッ
シュ ・イ ンプ リメ ン トして い る ことがわ か る。 も
ち ろん,パ レー ト最 適 条件(7)が満 た され る こ とは
明 らか で あ り,そ れ は⑳,⑳,㈱ か ら容 易 に計 算
で きる。
6結 語
本稿 での資源配分 メカニズムの方法 に問題点が
あるとすれば次 のような ことになるだろ う。
・資源配分 メカニズムが経済主体 に受 け入 れ ら
れ るとしている。
・ナ ッシュ均衡 に表現 された非協力的行動だけ
を考えて いる。
・消費者が2人 で私的財 と公共財 も1種 類ずっ
とい うモデルで一般性 にかける。
これ らにたいしてそれぞれ次 のよ うに答え ること
ができよう。
・資源配分 メカニズムが どのように して経済主
体 に受 け入れ られ るか とい う問題 は資源配分
メカニズムの設計を意図 した本稿 の範囲外で
公共財の配分メカニズムと私的インセ ンティヴ 一69一
ある。 この問題 は もっと広 い観点か ら捉え る
のが適切 と思われる。
・ナ ッシュ均衡以外 の非協力的行動を考察す る
ことは大 きな課題 であ る。 しか しなが ら,他
の研究をみて もナ ッシュ均衡 のなかか らある
性質を持 った解をと りだ して研究 してい るも
のが多 く,現 状ではまずナ ッシュ均衡 で考え
るこ とか らは じめ るのが一つ の方法 であ ろ
う。
・問題点を明確 にするために最 も簡単 なかたち
で議論 した。 と くに本稿 の扱 った問題 は3人
以上 の場合 な らWalker(1981)が示 したよう
なイ ンプ リメ ン トの しかたが あるが,2人 だ
けのケースで は一見問題が簡単 にな ったよ う
で実 は解 くことが難 し くな って い る。 さ ら
に,こ の2人 での方法 は2人 以上で私的財 も
公 共 財 もそ の 種類が複数 を許す よ うなモデ
ル へ 拡 張 可 能 で あ る。 こ れ に つ いて は
Yoshioka(1993)を参照 されたい。
本 稿 で はLindahlの方 法 を 私 的 な イ ンセ ン
テ ィヴとい う点か らその問題 にっいて説明 し,そ
の私的 インセ ンテ ィヴを考慮 に入れた公共財の配
分 メカニズムを設計 して解説を加 えた。問題の要
点 を伝え るため に概略を説明 して細かな部分 に言
及 していない上 に,未 解決の点や まだ論 じられて
いない点 もあろうが,そ れ らは今後の課題 と して
その検討 は別の機会 に譲 る。
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